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国 会 公 契 第 2 4 号

国 北 予 第 4 2 号

令 和 ２ 年 1 2 月 2 1 日

各 地 方 整 備 局 長 殿

北 海 道 開 発 局 長 殿

国 土 地 理 院 長 殿

国土技術政策総合研究所長 殿

国 土 交 通 事 務 次 官

（ 公 印 省 略 ）

「工事請負契約書の制定について」の一部改正について

「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律」（令和

元年法律第45号）の一部が令和２年12月25日に施行されること等に伴い、「工事請負

契約書の制定について」（平成７年６月30日付け建設省厚契発第25号）を下記のとお

り改正し、令和２年12月25日以降に契約を締結する工事から適用することとしたの

で、遺漏なきよう措置されたい。

記

工事請負契約書の制定について（平成７年６月30日付け建設省厚契発第25号）

の一部を次のように改正する。

別冊工事請負契約書中次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分

をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改

正前欄に掲げる規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これ

を削る。

改正後 改正前

（談合等不正行為があった場合の違約金等） （談合等不正行為があった場合の違約金等）

第54条の２（Ａ） （略） 第54条の２（Ａ） （略）

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいず ２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいず

れかに該当したときは、受注者は、発注者の請求 れかに該当したときは、受注者は、発注者の請求

に基づき、前項に規定する請負代金額の10分の１ に基づき、前項に規定する請負代金額の10分の１

に相当する額のほか、請負代金額の100分の５に相 に相当する額のほか、請負代金額の100分の５に相

当する額を違約金として発注者の指定する期間内 当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。 に支払わなければならない。
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一 前項第１号に規定する確定した納付命令にお 一 前項第１号に規定する確定した納付命令にお

ける課徴金について、独占禁止法第７条の３第 ける課徴金について、独占禁止法第７条の２第

２項又は第３項の規定の適用があるとき。 ８項又は第９項の規定の適用があるとき。

二 （略） 二 （略）

３～５ （略） ３～５ （略）

［注］ （略） ［注］ （略）

第54条の２（Ｂ） （略） 第54条の２（Ｂ） （略）

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいず ２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいず

れかに該当したときは、受注者は、発注者の請求 れかに該当したときは、受注者は、発注者の請求

に基づき、前項に規定する請負代金額の10分の１ に基づき、前項に規定する請負代金額の10分の１

に相当する額のほか、請負代金額の100分の５に相 に相当する額のほか、請負代金額の100分の５に相

当する額を違約金として発注者の指定する期間内 当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。 に支払わなければならない。

一 前項第１号に規定する確定した納付命令にお 一 前項第１号に規定する確定した納付命令にお

ける課徴金について、独占禁止法第７条の３第 ける課徴金について、独占禁止法第７条の２第

２項又は第３項の規定の適用があるとき。 ８項又は第９項の規定の適用があるとき。

二 （略） 二 （略）

三 前項第４号に該当する場合であって、前項第 三 前項第４号に該当する場合であって、前項第

１号に規定する確定した納付命令における課徴 １号に規定する確定した納付命令における課徴

金について、独占禁止法第７条の３第１項の規 金について、独占禁止法第７条の２第７項の規

定の適用があるとき。 定の適用があるとき。

四 （略） 四 （略）

３～５ （略） ３～５ （略）

仲裁合意書 仲裁合意書

（略） （略）

発注者 住 所 発注者 住 所

〔分任〕支出負担行為担当官（代理） 〔分任〕支出負担行為担当官（代理）

〔分任〕契 約 担 当 官（代理） 〔分任〕契 約 担 当 官（代理）印

受注者 住 所 受注者 住 所

氏 名 氏 名 印

※以下は、押印を省略する場合のみ記載す

ること。

（発注者連絡先）

本件責任者及び担当者：

電話番号１：○○○－○○○－○○○○

電話番号２：○○○－○○○－○○○○

（受注者連絡先）

本件責任者及び担当者：

電話番号１：○○○－○○○－○○○○

電話番号２：○○○－○○○－○○○○

［裏面］ ［裏面］

（略） （略）


